
 

 

 

 

    

 

林野庁幹部を交えての林業団体懇談会（日本林業協会主催）が６月２３日（水）（於；赤坂インターシティコン

ファレンス）に開催されましたので、その概要並びに要点をお知らせします。なお、配付資料につきましては、

全苗連ＨＰの「会員向けページ」をご覧ください。 

【前島 明成 林野庁林政部長】 

 １ 森林・林業基本計画の概要について 

   新計画のテーマは「森林･林業・木材産業による「グリーン成長」」。ポイントは次の５つの柱。 

 ①森林資源の適正な管理・利用 

 ②「新しい林業」に向けた取組の展開 

 ③木材産業の国際＋地場競争力の強化 

 ④都市等における「第２の森林」づくり 

 ⑤新たな山村価値の創造 
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令和３年度森林･林業・木材産業に係る施策について 

 （令和３年６月期林業団体懇談会から） 

 

 

 

 



 

 ２ 公共建築物等木材利用促進法の改正について 

   題名を「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律」に改正

し、目的に「脱炭素社会の実現に資すること」を追加。施行期日は令和３年１０月１日。 

  木材利用促進の日（10月 8日）、木材利用促進月間（10月）を制定。 

  国・地方公共団体と事業者等による建築物における木材利用促進のための協定制度を創設。併せて、予算

事業における加点、優先枠の設定等の財政上の配慮を行う。 

 

 ３ 令和２年度森林及び林業の動向・令和３年度森林及び林業施策の概要について 

   省略 

 

【小坂 善太郎 林野庁森林整備部長】 

 １ 森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法（間伐等特措法）の改正・延長の概要について 

   今年 3月に改正・延長。ポイントは次の 2つの柱。 

 ①美しい森林づくり基盤整備交付金の交付及び当該地方債の起債の特例並びに認定特定増殖事業者に対する

林業･木材産業改善資金の償還期間の延長の特例に係る支援措置の期限の 10年間延長。 

 ②特定苗木（特定母樹から育成された苗木）を用いた再造林について都道府県知事が特定植栽促進区域を指

定し、造林事業者等の作成する特定植栽事業計画を認定。認定を受けた者に林業･木材産業改善資金の償

還期間の延長等の支援措置を講じる制度を創設。 

 

 



 

 

 

 ２ 森林・林業基本計画の変更に伴う森林計画制度の運用見直しの検討について（案） 

   特に効率的な森林施業が可能な森林の区域（特に植栽を促進すべき区域）の設定（案） 

 ＜現状と課題＞ 

 ①現状の再造林率は 3～4 割程度であり、林道沿い等の林業に適した場所でも再造林が行われていない森林

も多くあり、地域レベルでは、将来の森林資源の持続的な利用の確保に懸念。 

 ②市町村森林整備計画で特定する木材生産機能維持森林について、植栽による確実な更新を推進することを

基本としているが、伐採造林届で天然更新が計画されていても計画の変更までは求めることとしていない。 

 ＜対応方向＞ 

 ①市町村森林整備計画において、木材生産機能維持増進森林のうち、林地生産力や傾斜等の自然的条件、

林道等からの距離や集落からの距離等の社会的条件等勘案し、森林の一体性も踏まえつつ、特に効率的

な森林施業が可能な森林の区域を特定（改正間伐特措法における「特定植栽促進区域」のベースとなる区

域をイメージ） 

 ②木材生産機能維持増進森林のうち特に効率的な森林施業が可能な森林の人工林では、森林経営計画の認

定要件として皆伐跡地への植栽を必須とするほか、伐採造林届において植栽を計画していない場合に、計

画の変更を指導。 

 ③市町村長は、計画の変更の指導に併せて、森林所有者に対し、林業経営者（＊経営管理法第 36 条の事業

者（同 38条で植栽義務有）等）への経営委託、権利移転の斡旋等を実施。 



 ④造林補助事業において、特に効率的な森林施業が可能な森林の区域の内外で差を設けること等を検討。 

 

 ３ 民法・不動産登記法の改正等について 

   所有者不明土地の解消に向けた民事基本法制の見直し。（民法等一部改正法、相続土地国庫帰属法） 

 

【橘 政行 林野庁国有林野部長】 

 １ 令和３年度の国有林野事業の主要取組事項について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  

 

 

  

 

  「林業経営体における新型コロナウイルス感染者が発生した時の対応及び事業継続に関する基本的なガイド

ライン」、「イベント開催制限の緩和に伴うリスクを軽減するための措置」などの新型コロナウイルス感染症対策本

部からの連絡事項等につきましては、情報があり次第速やかに全苗連 ＨＰのインフォメーション並びに会員向け

ページにＵＰしていますので、そちらをご確認願います。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響により種苗の生産等に支障が出る等があった場合は、速やかに全苗

連までご連絡をお願いします。 

 

 

 

 

全苗連・苗組の行事予定 

 

6月 23日  林業団体懇談会（日本林業協会）（赤坂インターシティコンファレンス） 

6月 25日  コンテナ苗生産技術等標準化に向けた調査委託事業検討委員会（日本森林技術協会） 

6月 28日  林退共運営委員会（web） 

7月 8日～9日  全苗連東北･北海道地区協議会総会（青森県） 

7月 15日  第３回全苗連正副会長会議(全苗連事務室) 

7月 15日  生産事業功労者及び永年勤続常勤役職員選考会(全苗連事務室) 

7月 30日  関東地区特定母樹等普及促進会議(森林総合研究所林木育種センター)(web) 

8月 20日  第 59回農林水産祭シンポジウム（天皇杯受賞 福島県上原和直氏）（三会堂ビル;東京都 

  港区) （主催；農林水産省・公益財団法人日本農林漁業振興会） 

9月 2日～3日  第６回全苗連生産者の集い（福島県「とうほう・みんなの文化センター」）【中止】 

11月 11日～12日  九州地区林業用種苗需給連絡協議会（長崎県） 

11月 18日～19日  北海道・東北地区林業用種苗需給連絡協議会（青森県） 

11月 25日～26日  近畿地区林業用種苗需給連絡協議会（大阪府） 

 

 

新型コロナウイルス感染症への対応について 

 ・「緊急事態宣言等について」「基本的対処方針関係」「事業継続に

関する基本的なガイドライン」等の情報は、全苗連ＨＰにＵＰし

てあります 

 


